
（平成２２年１２月１５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 12 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 9 件

年金記録確認岡山地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

岡山国民年金 事案 812 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44 年９月から 45 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44年９月から 45年３月まで 

    申立期間当時、叔父夫婦が経営する事業所に住み込みで勤務していた。

叔母が、私の国民年金の加入手続を行うとともに、国民年金保険料の額を

給与から差し引いて、納付してくれていたにもかかわらず、申立期間が未

納となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立てに係る事業所に勤務していた期間の国民年金保険料は、申

立期間の分を除き、納付済みである上、申立人に係る国民年金保険料を納付

していたとする申立人の叔母は、国民年金制度発足時点から 60 歳到達時点ま

での国民年金保険料を完納しており、納付意識は高かったものと考えられる。 

また、申立人の叔母は、「申立人に係る国民年金保険料の額を給与から差

し引いて納付していたので、未納期間が存在するとは考えられない。」と証

言している上、当時、叔父夫婦が経営する事業所の経営は安定していたこと

がうかがえ、叔母が、申立期間の国民年金保険料のみを納付しなかったとは

考え難い。 

さらに、申立人が昭和 52 年４月に申立期間当時居住していた町から転出

した記録があり、同月まで使用されていたと推認される同町が保管する国民

年金被保険者名簿には、特殊台帳及びオンライン記録において納付済みであ

ることが確認できる 46 年４月から 52 年３月までの納付記録が記載されてお

らず、行政側の記録管理に不備があったことがうかがえる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



岡山厚生年金 事案 1176 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①のうち、平成 14 年９月１日から同年 10 月１日ま

でについて、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認められることから、申立人のＡ社にお

ける同期間の標準報酬月額に係る記録を 19万円に訂正することが必要であ

る。 

また、申立人は、申立期間②及び③について、その主張する標準賞与額

に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めら

れることから、申立人のＡ社における同期間の標準賞与額に係る記録を、

それぞれ、平成 16 年３月 31 日は 12 万 5,000 円、17 年３月 25 日は 12 万

5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額及び標準賞与額に基づく厚

生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 14年７月１日から 15年４月１日まで 

             ② 平成 16年３月 31日 

③ 平成 17年３月 25日 

ねんきん定期便によると、申立期間①について、事業所が届け出た標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料よりも多い額が控除されており、ま

た、申立期間②及び③に係る厚生年金保険の加入記録が無く、納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき標準報酬月額及び標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録

の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認め

られる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額並びに標準賞与額のそれ



ぞれに見合う標準報酬月額及び標準賞与額の範囲内であることから、記

録の訂正等を行う場合は、これらの標準報酬月額及び標準賞与額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

２ 申立期間①のうち、平成 14年９月１日から同年 10月１日までの標準報

酬月額については、申立人が所持する給与明細書及び事業所が保管する

年間集計表において確認できる報酬月額及び保険料控除額から、19 万円

に訂正することが必要である。 

なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、事業主は、届け出た標準報

酬月額以上の厚生年金保険料を誤って給与から控除し、当該申立てに係

る厚生年金保険料についても過少な納付であったと認めていることから、

これを履行していないと認められる。 

３ 申立人が所持する賞与明細書及び事業所が保管する年間集計表から、

申立人は、申立期間②及び③について、申立てに係る事業所から賞与の

支払を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められる。 

また、申立人の上記期間の標準賞与額については、賞与明細書及び年

間集計表において確認できる賞与額及び保険料控除額から、平成 16年３

月 31 日は 12 万 5,000 円、17 年３月 25 日は 12 万 5,000 円とすることが

必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間②及び③の厚生年金保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、事業主は、申立人に係る賞与

の届出を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、当該保険料を納付

していないと認めていることから、これを履行していないと認められる。 

４ 一方、申立期間①のうち、ⅰ）平成 14年７月から同年８月までの期間、

同年 10月及び同年 12月から 15年３月までの期間については、社会保険

庁（当時）が記録する標準報酬月額は、申立人が所持する給与明細書又

は事業所が保管する年間集計表により確認できる報酬月額に見合う標準

報酬月額を超えていることから、ⅱ）14年 11月については、社会保険庁

が記録する標準報酬月額は、申立人が所持する給与明細書又は事業所が

保管する年間集計表により確認できる報酬月額に見合う標準報酬月額と

一致することから、いずれも当該記録を訂正する必要は認められない。 

  



岡山厚生年金 事案 1177 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたと認められることから、平成19年12月１日の標準賞与額に係る記録

を38万6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月１日 

Ａ社から支給を受けた賞与のうち、申立期間の賞与に係る厚生年金保

険の被保険者記録が無い。賞与支給明細書により厚生年金保険料が控除

されていることを確認できるため、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持している賞与支給明細書から、申立人は、申立期間におい

て、事業主から賞与の支払を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたと認められる。 

また、申立人に係る平成 19 年 12 月１日の標準賞与額については、賞与

支給明細書に記載されている厚生年金保険料控除額から、38 万 6,000 円と

することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届書を

社会保険事務所（当時）に提出していないと認めていることから、社会保

険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主はこれを履行していないと認

められる。 

  



岡山厚生年金 事案 1178 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたと認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成

15年12月１日は38万5,000円、17年12月１日は42万4,000円、18年６月１日

は44万円、19年12月１日は45万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月１日 

② 平成 17年 12月１日 

③ 平成 18年６月１日 

④ 平成 19年 12月１日 

Ａ社から支給を受けた賞与のうち、申立期間の賞与に係る厚生年金保

険の被保険者記録が無い。賞与支給明細書により厚生年金保険料が控除

されていることを確認できるため、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持している賞与支給明細書から、申立人は、申立期間におい

て、事業主から賞与の支払を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたと認められる。 

また、申立人に係る申立期間の標準賞与額については、賞与支給明細書

に記載されている厚生年金保険料控除額から、平成 15年 12月１日は 38万

5,000 円、17 年 12 月１日は 42 万 4,000 円、18 年６月１日は 44 万円、19

年 12月１日は 45万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届書を



社会保険事務所（当時）に提出していないと認めていることから、社会保

険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主はこれを履行していないと認

められる。 

 

 

 

  



岡山厚生年金 事案 1181 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険

者資格の喪失日に係る記録を昭和 46年６月１日に訂正することが必要であ

る。 

なお、昭和 46年５月の標準報酬月額については、３万 6,000円とするこ

とが妥当である。 

 また、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年５月 31日から同年６月１日まで 

    昭和 46年６月１日にＡ社（本社）から同社Ｂ事業所に異動となり、48

年 10 月 20 日に退職するまで同社に継続して勤務し、毎月給与から厚生

年金保険料を控除されていた。同一企業内での異動であるにもかかわら

ず、申立期間に係る厚生年金保険の加入記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人に係る雇用保険の加入記録及び申立期間当時の同僚（複数）の証

言から、申立人はＡ社に継続して勤務し(昭和 46年６月１日に同社（本社）

から同社Ｂ事業所に異動)、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認められる。 

   なお、申立人に係る昭和 46年５月の標準報酬月額については、Ａ社に係

る社会保険事務所（当時）の記録（昭和 46 年４月の標準報酬月額）から、

３万 6,000円とすることが妥当である。 

また、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、事業主は不明としているが、事業主が申立人に



係る資格喪失日を昭和 46 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険

事務所がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、

事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人

に係る同年５月の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず（社会

保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に

充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、これを履行し

ていないと認められる。 

 

 

  



岡山厚生年金 事案 1182 
 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①のうち、昭和 64年１月１日から平成元年６月１日

までの期間及び同年７月１日から 19年９月１日までの期間について、その

主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認められることから、申立人のＡ社における同期間の標準

報酬月額に係る記録を、それぞれ、元年１月から同年５月までの期間及び

同年７月から同年 10 月までの期間は 30 万円に、同年 11 月及び同年 12 月

は 36万円に、２年１月及び同年２月は 30万円に、同年３月から同年 10月

までは 36 万円に、同年 11 月及び同年 12 月は 38 万円に、３年１月から同

年４月までは 36 万円に、同年５月から４年３月までは 41 万円に、同年４

月から同年 10月までは 44万円に、同年 11月から６年 10月までは 47万円

に、同年 11月は 41万円に、同年 12月から７年 10月までは 47万円に、同

年 11月から 17年８月までは 50万円に、同年９月及び同年 10月は 47万円

に、同年 11 月から 18 年８月までは 50 万円に、同年９月から 19 年２月ま

では 47 万円に、同年３月から同年８月までは 50 万円に訂正することが必

要である。 

また、申立人は、申立期間②から⑩までについて、その主張する標準賞

与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認

められることから、申立人のＡ社における同期間の標準賞与額に係る記録

を、それぞれ、平成 15年７月 31日、同年 12月 25日、16年７月 31日、同

年 12 月 25 日、17 年７月 31 日、同年 12 月 25 日及び 18 年７月 31 日は 35

万円、同年 12月 25日及び 19年７月 31日は 34万 1,000円とすることが必

要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額及び標準賞与額に基づく厚

生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を

納付する義務を履行していないと認められる。 
 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  
 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 53年３月 20日から平成 19年９月１日ま 

で 



             ② 平成 15年７月 31日 

③ 平成 15年 12月 25日 

④ 平成 16年７月 31日 

⑤ 平成 16年 12月 25日 

⑥ 平成 17年７月 31日 

⑦ 平成 17年 12月 25日 

⑧ 平成 18年７月 31日 

⑨ 平成 18年 12月 25日  

⑩ 平成 19年７月 31日 

厚生年金保険の記録を確認したところ、標準報酬月額が給与明細書と

相違しているので記録を訂正してほしい。給与明細書が無い期間につい

ても、記録が相違している可能性があるので調査してほしい。 

また、賞与については届出がなされていないので、記録を追加してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金

保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲

内であることから、記録の訂正等を行う場合は、これらの標準報酬月額

のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

また、同法に基づき標準賞与額について記録の訂正等を行う場合も、

同様に、源泉控除されていたと認められる保険料額及び申立人の賞与額

のそれぞれに見合う標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することと

なる。 

２ 申立期間①のうち、昭和 64年１月１日から平成元年６月１日までの期

間、同年７月１日から同年 12月１日までの期間、２年１月１日から同年

８月１日までの期間、同年 11 月１日から６年 12 月１日までの期間、７

年 11 月１日から 15 年１月１日までの期間、同年３月１日から同年４月

１日までの期間、同年７月１日から 16年６月１日までの期間、同年７月

１日から 17 年４月１日までの期間及び同年５月１日から 19 年９月１日

までの期間の申立人に係る標準報酬月額については、申立人が所持する

給与明細書及び事業所が保管する賃金台帳に記載された保険料控除額か

ら、また、７年１月１日から同年 11 月１日までの期間及び 15 年４月１



日から同年６月１日までの期間の標準報酬月額については、申立人が所

持する給与明細書に記載された報酬月額に見合う標準報酬月額から、そ

れぞれ、元年１月から同年５月までの期間及び同年７月から同年 10月ま

での期間は 30万円に、同年 11月は 36万円に、２年１月及び同年２月は

30 万円に、同年３月から同年７月までは 36 万円に、同年 11 月及び同年

12 月は 38 万円に、３年１月から同年４月までは 36 万円に、同年５月か

ら４年３月までは 41 万円に、同年４月から同年 10 月までは 44 万円に、

同年 11月から６年 10月までは 47万円に、６年 11月は 41万円に、７年

１月から同年 10月までは 47万円に、同年 11月から 14年 12月までの期

間、15年３月から同年５月までの期間、同年７月から 16年５月までの期

間、同年７月から 17年３月までの期間及び同年５月から同年８月までの

期間は 50 万円に、同年９月及び同年 10 月は 47 万円に、同年 11 月から

18年８月までは 50万円に、同年９月から 19年２月までは 47万円に、同

年３月から同年８月までは 50万円に訂正することが必要である。 

また、給与明細書及び賃金台帳が無い平成元年 12月１日から２年１月

１日までの期間、同年８月１日から同年 11 月１日までの期間、６年 12

月１日から７年１月１日までの期間、15 年１月１日から同年３月１日ま

での期間、同年６月１日から同年７月１日までの期間、16 年６月１日か

ら同年７月１日までの期間及び 17年４月１日から同年５月１日までの期

間の標準報酬月額については、その前後の月に係る給与明細書、市県民

税特別徴収税額通知書、給与支払報告書又は課税台帳から推認し、元年

12 月及び２年８月から同年 10 月までの期間は 36 万円に、６年 12 月は

47 万円に、15 年１月、同年２月、同年６月、16 年６月及び 17 年４月は

50万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、事業主は、上記期間に係る

報酬月額を社会保険事務所（当時）に対し誤って届出を行い、また、上

記期間に係る厚生年金保険料についても過少な納付であったと認めてい

ることから、これを履行していないと認められる。 

３ 申立人が所持する賞与明細書又は事業所が保管する賃金台帳から、申

立人は、申立期間③、⑧及び⑩について、申立てに係る事業所から賞与

の支払を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

と認められる。 

また、申立人の上記期間の標準賞与額については、賞与明細書又は賃



金台帳に記載された保険料控除額により、平成 15 年 12 月 25 日及び 18

年７月 31 日は 35 万円、19 年７月 31 日は 34 万 1,000 円とすることが必

要である。 

なお、事業主が申立人に係る上記期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を

社会保険事務所に提出しておらず、また、同賞与に係る厚生年金保険料

を納付していないと認めていることから、これを履行していないと認め

られる。 

４ 給与支払報告書及び金融機関への賞与振込額から、申立人は、申立期

間②、④、⑤、⑥、⑦及び⑨について、申立てに係る事業所から賞与の

支払を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

推認できる。 

また、申立人の上記期間の標準賞与額については、給与支払報告書及

び金融機関への賞与振込額から推認し、平成 15 年７月 31 日、16 年７月

31 日、同年 12 月 25 日、17 年７月 31 日及び同年 12 月 25 日は 35 万円、

18年 12月 25日は 34万 1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る上記期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を

社会保険事務所に提出しておらず、また、同賞与に係る厚生年金保険料

を納付していないと認めていることから、これを履行していないと認め

られる。 

５ 一方、申立期間①のうち、昭和 53 年３月 20 日から 60 年 12 月１日ま

での期間、62 年 12 月１日から昭和 64 年１月１日までの期間及び平成元

年６月１日から同年７月１日までの期間については、給与明細書、源泉

徴収票、市県民税特別徴収税額通知書及び課税台帳が無く、報酬月額及

び厚生年金保険料の控除額を確認することができないことから、また、

昭和 60 年 12 月１日から 62 年 12 月１日までについては、市県民税特別

徴収税額通知書又は市県民税税額変更通知書はあるものの、給与明細書

が無く、各月の報酬月額及び厚生年金保険料の控除額を推認することが

できないことから、申立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 

 



                      

  

岡山国民年金 事案 813 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43 年４月から 46 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年４月から 46年３月まで 

国民年金に加入した当初から、常に夫婦二人分の国民年金保険料を納付

したはずである。申立期間について、夫の国民年金保険料は納付済みとな

っているにもかかわらず、私の保険料が未納となっていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の夫に係る申立期間の国民年金保険料については、昭和 47 年４月に

特例納付及び過年度納付により納付されており、夫は、この期間の国民年金

保険料を納付することにより、60 歳到達時点で年金受給権を取得するために

必要な保険料納付済期間（300 月）を確保しようとしたことがうかがえる。

一方、申立人については、この時点で 60 歳到達までに 300 月を超える月数が

あり、申立期間の国民年金保険料を特例納付及び過年度納付により納付する

合理的な理由は見当たらない。 

また、申立期間直後（昭和 46 年４月から 47 年３月まで）における夫婦の

国民年金保険料の納付状況をみると、夫の保険料は昭和 47 年４月に現年度納

付されているのに対し、申立人のそれは 48 年 11 月に過年度納付されており、

このことは、常に夫婦二人分の国民年金保険料を納付していたとする申立人

の主張と矛盾する。 

さらに、申立人は申立期間の国民年金保険料についての納付状況（納付方

法、納付金額等）に係る記憶は曖昧である上、それが納付されていたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、納付されていたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 



                      

  

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 

  



                      

  

岡山国民年金 事案 814 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37 年 10 月から 39 年３月までの期間、59 年４月から 60 年３

月までの期間及び同年４月から 61 年３月までの期間の国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 37年 10月から 39年３月まで 

             ② 昭和 59年４月から 60年３月まで 

             ③ 昭和 60年４月から 61年３月まで     

    申請免除を受けていた申立期間①の国民年金保険料については、昭和 40

年頃に郵便局で納付した。また、申立期間②については申請免除、申立期

間③については未納となっているが、当時、経済的にゆとりがあり国民年

金保険料を郵便局で納付していたはずであるので、申立期間の記録を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金保険料の追納に係る納付書は、制度上、市町村が取り扱うことは

できず、町（当時）が発行した納付書により申立期間①の国民年金保険料を

納付したとする申立内容には不自然な点が見受けられる。 

また、申立人は申立期間②及び③当時は、経済的にゆとりがあり、免除申

請を行った記憶はなく、郵便局において国民年金保険料を納付していたと主

張するが、申立期間③直後の昭和 61 年４月から申立人が 60 歳に到達する 63

年＊月までの国民年金保険料も申請免除となっている上、当時、同居してい

た申立人の家族からも、上記期間の国民年金保険料が納付されていたことを

うかがわせる証言を得ることはできない。 

 さらに、申立てに係る国民年金保険料の納付状況（納付時期、納付金額等）

に係る申立人の記憶は曖昧である上、それが納付されたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、納付されていたことをうかがわせる周辺



                      

  

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 

  



                      

  

岡山国民年金 事案 815 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成２年 10 月から３年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年 10月から３年３月まで 

20 歳になったときに母親が国民年金の加入手続を行い、納付書により国

民年金保険料を毎月納付していたはずである。弟や妹については、20 歳以

降の保険料が納付済みとなっているにもかかわらず、私だけが申立期間に

ついて未加入となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人の国民年金手帳記号番号は平成３年５月に払い出されており、申立

人が所持している年金手帳及び申立人が当時居住していた市の国民年金被保

険者名簿（電算記録）には、国民年金被保険者資格の取得日は同年４月１日

と記載されている。このことから、申立人は、３年４月に学生が国民年金の

強制加入の対象となったことを契機に加入手続を行ったものと推認され、申

立期間において国民年金の任意加入の対象者（学生）であった申立人は、制

度上、同期間にさかのぼって国民年金に加入することはできない。 

 また、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうか

がわせる事情も見当たらない。 

 さらに、申立人は国民年金の加入手続及び保険料納付に関与しておらず、

これを行ったとするその母親から聴取しても、保険料の納付状況（納付時期、

納付金額等）に係る記憶は定かでない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、これが納付されていたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める



                      

  

ことはできない。 

 

 



                      

  

岡山厚生年金 事案 1179 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41年 11月頃から 44年５月 31日まで 

高校を卒業した後、昭和 41 年４月に専門学校に入学した当初は、授業

が終わってから家業であるＡ社の業務を手伝う程度であったが、同年 11

月頃からは夜間通学に変更し、この事業所で正式に勤務するようになった

にもかかわらず、厚生年金保険の加入記録が無い。同事業所に勤務してい

た両親、兄、義姉などは厚生年金保険の加入記録があるので、申立期間に

ついて記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立てに係る事業所の従業員（当時）の証言から、期間は特定できないも

のの、申立人が同事業所の業務に従事していたことは推認できる。 

しかしながら、申立てに係る事業所が社会保険事務を委託していた労務事

務所から提出された資料（厚生年金保険及び失業保険（当時）の届出者に係

る記録の控え）及び同事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申

立人の記録は無く、健康保険整理番号の欠番も無い。 

また、上記の労務事務所から提出された別資料（各種届出記録の控え）か

ら、申立人について、申立てに係る事業所における健康保険の被保険者であ

った申立人の父親の被扶養者としての認定を取り消す旨の申請書が申立期間

中の昭和 44 年３月に社会保険事務所（当時）に提出されたことが確認でき、

申立期間当時、申立人はその父親の被扶養者であり、厚生年金保険の被保険

者ではなかったと考えられる。 

さらに、当時の事業主（申立人の父親）及び社会保険事務の担当者（申立

人の母親）は既に死亡している上、ほかに申立人に係る申立期間の厚生年金



                      

  

保険料が給与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

  



                      

  

岡山厚生年金 事案 1180（事案 192の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59年８月 22日から 60年３月２日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間について厚生年金保険の加入記録の訂正を

求めたが、認められなかった。 

この度、Ｂ労働局に照会したところ、Ａ社における雇用保険被保険者番

号及び雇用保険支給番号が新たに分かった。同社において雇用保険に加入

していたということだと思う。また、同社に再就職した際に、再就職手当

を受給したことを記憶している。 

このことから、Ａ社に勤務していた申立期間については、厚生年金保険

にも加入し、厚生年金保険料を控除されていたはずであるので再度申し立

てる。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立ての事業所に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿に申立人の氏名は無く、健康保険整理番号の欠番も

無い、ⅱ）申立人は申立期間に雇用保険の被保険者となっていない、ⅲ）申

立てに係る事業所において申立人と同様の業務に従事していたとする同僚も

厚生年金保険の被保険者でないなどとして、既に当委員会の決定に基づく平

成 20年 11月 18日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われてい

る。 

今回、申立人は、雇用保険の被保険者番号等の記録が新たに判明したとし

て、申立期間において厚生年金保険に加入していたはずであると主張するが、

公共職業安定所の記録によると、申立人から提出された記録は、申立人が申

立てに係る事業所の前に勤務していた別の事業所に係るものであり、この記

録をもって、申立てに係る事業所に勤務していたと推認することはできない。 

このほかに、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらな



                      

  

いことから、申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

 

  



                      

  

岡山厚生年金 事案 1183 

 

第１ 委員会の結論 

  申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和35年４月４日から42年１月21日まで 

             ② 昭和42年１月21日から46年６月30日まで 

    ねんきん定期便により、Ａ社本社及び同社Ｂ事業所で勤務していた申立

期間①及び②の標準報酬月額が、記憶している給与額に見合う額の半額程

度と記録されていることを知ったので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを示す給与明細書等の資料を所持しておら

ず、申立人に係る申立期間の報酬月額及び厚生年金保険料の控除額について

確認できない。 

また、申立人に係る標準報酬月額は、申立期間①においては、Ａ社本社に

おける同僚のそれとほぼ同額であり、申立期間②においては、同社Ｂ事業所

で勤務していた他の男性従業員（申立人と同時期に被保険者資格を取得）の

それと同額又は高額であることが確認できる。 

さらに、申立人が昭和41年11月30日に加入した厚生年金基金における標準

報酬月額は、オンライン記録と一致している。 

加えて、申立人に係る標準報酬月額の記録が遡って訂正されているなどの

不自然な点は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料が給与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及

び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、



                      

  

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

なお、申立人がＡ社本社から同社Ｂ事業所に転勤した 42 年１月にその標準

報酬月額が下がっているのは、同社に係る被保険者原票及び健康保険厚生年

金保険被保険者名簿から、本社勤務の者よりＢ事業所勤務の者の方が標準報

酬月額が相対的に低いからであると推認できる。 



                      

  

岡山厚生年金 事案 1184 

 

第１ 委員会の結論 

  申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和39年８月１日から43年12月21日まで 

    ねんきん定期便により、Ａ社Ｂ事業所で勤務していた申立期間の標準報

酬月額が、記憶している給与額に見合う額の半額程度と記録されているこ

とを知ったので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録から、申立人の標準報酬月額は、申立人が名前を挙げた同

僚（同職種。昭和31年８月入社）のそれと比べて１等級低い額で推移してい

ることが確認できるものの、申立人が名前を挙げなかった複数の同僚（職種

不明。昭和39年３月から８月までに入社）に比して特に低額であるとは認め

られない。 

また、申立人が昭和41年11月30日に加入した厚生年金基金における標準報

酬月額は、オンライン記録と一致している。 

さらに、申立人に係る標準報酬月額の記録が遡って訂正されているなどの

不自然な点は見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料が給与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び

周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  



                      

  

岡山厚生年金 事案 1185 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年９月１日から５年８月１日まで 

昭和 62 年 12 月から平成６年６月末に退職するまで、勤務場所の変更は

あったものの、Ａ社の警備員として継続して勤務してきた。それにもかか

わらず、申立期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が無いことに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の同僚（当時）の証言及び申立てに係る事業所の社内報から、期間

を特定することはできないが、申立人が同事業所に勤務していたことは推認

できる。 

しかしながら、申立人の当時の勤務実態や厚生年金保険の加入及び保険料

控除の状況について、申立てに係る事業所は、「申立期間当時の書類を保存

しておらず、不明である。」と回答している上、申立人の同僚（当時）から

も証言を得ることはできなかった。 

また、健康保険協会の記録から、申立人は、平成２年９月１日から４年９

月１日までの期間及び６年７月１日から８年７月１日までの期間に健康保険

の任意継続被保険者となっていることが確認できる上、オンライン記録から、

申立人の妻は、２年９月１日に国民年金の第１号被保険者となっていること

が確認できる。 

さらに、申立てに係る事業所が加入している厚生年金基金の加入記録（平

成５年８月１日から６年７月１日まで）から、申立人は、申立期間において

厚生年金保険に加入していないことが確認できる上、雇用保険の記録から、

申立期間については雇用保険に加入していないことが確認できる。 



                      

  

このほか、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料が事業主により給与か

ら控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

岡山厚生年金 事案 1186 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 28年４月から同年 11月１日まで 

         ② 昭和 29年 12月 18日から 31年４月まで 

中学校を卒業した後、Ａ社に勤務していたいとこの紹介により同社に就

職し、３年間機織りの仕事をしていた記憶がある。しかし、厚生年金保険

の加入記録は 13 か月間となっており、申立期間の加入記録が無いことに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人に申立てに係る事業所を紹介した申立人のいとこは、「自分が申立

てに係る事業所にいつから勤務していたかはっきり覚えておらず、申立人の

勤務期間についてもよく覚えていない。」と証言している。 

また、申立てに係る事業所が初めて厚生年金保険の適用事業所となった昭

和 27 年８月 20 日から 31 年４月１日までに被保険者資格を取得した被保険

者のうち、連絡が取れた 15 人は申立人を記憶しておらず、申立人の申立期

間における勤務実態は不明である。 

さらに、申立人の同僚（複数）は入社時期よりも遅れて厚生年金保険に加

入しており、そのうちの一人は、「厚生年金保険の加入記録が無い期間は、

見習期間だったと思う。」と述べており、申立てに係る事業所は、必ずしも

全ての従業員を採用と同時に厚生年金保険に加入させていたわけではなかっ

たことがうかがわれる。 

加えて、申立てに係る事業所は、平成 16 年５月に厚生年金保険の適用事業

所ではなくなっており、申立期間当時の事業主とも連絡が取れず、厚生年金

保険料の控除に関する証言が得られない。 



                      

  

このほか、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料が事業主により給与か

ら控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 



                      

  

岡山厚生年金 事案 1187 
 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 
 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  
 

２ 申立内容の要旨 

  申 立  期 間  ： 昭和 28年８月から 31年７月まで 

ねんきん定期便をみると、Ａ社で販売員として勤務していた申立期間に

係る厚生年金保険の加入記録が無く、納得できない。 
 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の同僚（当時）及び申立てに係る事業所の取締役の証言から、期間

は特定できないが、申立人が同事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立てに係る事業所は、初めて厚生年金保険の適用事業所

となったのは昭和 29 年１月１日であり、申立期間の一部（昭和 28 年８月か

ら同年 12月 31日まで）については適用事業所でなかった。 

また、申立人に係る申立期間当時の勤務実態や厚生年金保険の加入及び保

険料控除の状況について、申立てに係る事業所は、「申立期間当時の書類を

保存しておらず、不明である。」と回答している上、申立人の同僚（当時）

からも証言を得ることはできなかった。 

さらに、申立ての事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立

人の記録は無く、健康保険整理番号の欠番も無い。 

加えて、申立人には、申立期間の厚生年金保険料が給与から控除されてい

た記憶はなく、そのことをうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

岡山厚生年金 事案 1188 
 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 
 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  
 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40年９月から 42年１月まで 

Ａ社Ｂ支店に昭和 40 年９月から 41 年 12 月まで勤務した後、同社Ｃ支

店に転勤し、42 年１月に退職した。この間、営業職としてミシンや電化製

品の販売を行っていたが、厚生年金保険の加入記録が無いのは納得できな

い。 
 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の元同僚（複数）の証言から、期間を特定することはできないが、

申立人はＡ社Ｂ支店に営業職として勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、上記の元同僚（複数）から、当時、営業職（販売外交員）

については入社後すぐには厚生年金保険に加入していなかった旨の証言があ

り、Ａ社の事業主は、営業職を採用と同時に厚生年金保険に加入させていた

わけではなかったことがうかがわれる。 

また、Ａ社は、平成６年９月に厚生年金保険の適用事業所ではなくなった

後、解散しており、申立期間当時の厚生年金保険の加入及び保険料控除の事

実について確認できない。 

さらに、申立人には、申立期間における雇用保険の被保険者記録は無い上、

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に、申立人の記録は無く、健

康保険整理番号の欠番も無い。 

   加えて、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料が事業主により給与から

控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

岡山厚生年金 事案 1189 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54年２月から 56年４月まで 

Ａ社でＢをしていた申立期間の厚生年金保険の被保険者記録が無いので

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する中小企業退職金共済の手帳から、申立人については、申

立てに係る事業所において昭和 54年 10月分から 56年５月分までの退職金共

済の掛金が納付されていることが確認でき、期間を特定することはできない

が、申立人が申立てに係る事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立てに係る事業所は、厚生年金保険の適用事業所として

の存在が確認できない。 

また、申立てに係る事業所の事業主及び申立人が記憶している同僚は連絡

先が不明であり、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除に係る証言が

得られない。 

さらに、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料が事業主により給与から

控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

 


